公益社団法人山形青年会議所　定款（案）
	新
	旧
	摘要

	　　第２章　　会　　員

（会員の種類）

第７条　本会議所の会員は、次の３種とし、正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般社団・財団法人法」という。）上の社員とする。
（１）正会員　山形市及びその周辺の地域に住所又は勤務先を有する20歳以上40歳未満の品格ある青年で、理事会において入会を承認された者をいう。
（２）特別会員　40歳に達した年の事業年度の終了する日に正会員であった者で、所定の手続を経た者をいう。
（３）賛助会員　本会議所の目的に賛同し、その発展を助成しようとする個人、法人、又は団体で、理事会において承認された者をいう。
　　２　正会員が事業年度中に40歳に達した場合は、当該事業年度の終了する日まで正会員としての資格を有する。ただし、当該事業年度に理事、監事、特別顧問及び顧問であった者は、選任された事業年度に関し１月に開催される通常総会の終結の時まで、正会員としての資格を失わない。
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	監事を正会員に限らないとするため削除する。



	（選任）

第28条　理事及び監事は、総会においてこれを選任する。

　　 ２　理事及び監事は本会議所の正会員のうちから選任しなければならない。


	（選任）

第28条　理事及び監事は、総会においてこれを選任する。

　　 ２　理事及び監事は本会議所の正会員のうちから選任しなければならない。


	監事を削除



	附　　則

　　 １　この定款は、一般社団・財団法人法及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）第106条第1項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。

　　 ２　本会議所の最初の理事長は野口雅弘とする。

３　本会議所の最初の副理事長は、〇〇　〇〇、〇〇　〇〇、〇〇　〇〇及び〇〇　〇〇とする。

４　本会議所の最初の専務理事は、鈴木　辰太郎とする。

５　本会議所の理事長、副理事長及び専務理事以外の最初の理事は、〇〇　〇〇、〇〇　〇〇、〇〇　〇〇、〇〇　〇〇とする。

６　本会議所の最初の監事は、〇〇　〇〇及び〇〇　〇〇とする。

　　 ７　整備法第106条第1項に定める特例民法法人の解散の登記と、公益法人の設立の登記　　　　を行ったときは、第6条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日　　　　とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。


	附　　則

　　 １　この定款は、一般社団・財団法人法及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）第106条第1項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。
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	３～６　公益社団法人移行後の業務執行理事及び理事長、業務執行理事以外の理事及び監事を、定款案に記載する。



	
	
	

	
	
	


